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広島県のインフラ⽼朽化対策について

加速する公共インフラの⽼朽化 図表1 50年以上が経過する広島県の公共インフラの割合

期待される「予測保全」技術の進展
広島県は公共インフラの効果的・効率的な維持管理に向け、「インフラ⽼朽化対策の中⻑期的な枠組み」を2021
年に策定しています。この枠組みは、インフラ毎に維持管理の⼿法や⽔準を定め、点検・修繕時期の選定等を⾏うも
ので、「健全度」を5段階で評価しています。そして、健全度「1〜3」に該当する施設を対象に、2025年度までの5年
間で修繕を進めるとしており、2023年度末時点で多くの施設に着⼿しています（図表2） 。
今後、さらに多くのインフラの⽼朽化が進む⼀⽅で、限りのある財源や建設関連事業者の対応余⼒など供給⾯の制
約も懸念されます。このため、「最適な時期に最適な⼯法で」修繕していくことの必要性はさらに⾼まるとみられます。
広島県では、①センサーデータの蓄積・分析による劣化予測精度の向上や、②デジタル技術を活⽤した点検・診断
技術の⾼度化等を進めています。こうした「予防保全」から「予測保全」への進化により、維持管理技術が⼀段と⾼度
化していくことが期待されます。

（注）広島県管理の施設、割合は建設年度不明の施設を除く
（資料）広島県「インフラ⽼朽化対策の中⻑期的な枠組み」よりひろぎんHD

経済産業調査部作成

広島県内の社会資本（公共インフラ）は全国同様、
⾼度経済成⻑期以降に集中的に整備されています。図
表1の通り建設後50年以上が経過する施設も多く、そ
の割合は今後20年で加速度的に⾼くなる⾒込みです。
インフラが損壊すると復旧に莫⼤な時間や費⽤を要す
るのみならず、社会⽣活や経済・産業活動に深刻な影
響を及ぼす可能性があります。また、⽼朽化の進⾏具合
は建設年度によって⼀律ではなく、⽴地条件や維持管
理状況によって異なっています。
このため、個別のインフラ毎に⽼朽化の進⾏度合いに
応じた適切な対策を実施する必要があります。

図表2 広島県の社会資本の健全度区分と修繕実施状況（2023年度末）

（資料）広島県「『インフラ⽼朽化対策の中⻑期的な枠組み』に基づく取組の実施状況について」よりひろぎんHD経済産業調査部作成

健全度1
施設の機能が⼤きく低下しているため、
緊急に対策を実施する必要がある

健全度2
施設の機能が低下しているため、
速やかに対策を実施する必要がある

健全度3
施設の機能低下を起こさないよう、

対策を⾏う必要がある

健全度4 施設の機能低下はなく、経過観察を⾏う

健全度5 施設の機能上問題がない
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項目（総数） 2020年度 2030年度 2040年度

橋梁
（4,222橋） 約54% 約68% 約81%

トンネル
（174箇所） 約20% 約32％ 約58%

ダム
（13ダム） 約23% 約31% 約46%

砂防堰堤
（2,110基） 約71% 約82% 約89%


